労働条件通知書　　　　　　　　　　（有期雇用型）
　　　　　　　　　　　　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

所在地：
事業主：　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	契約期間
	期間の定めあり（　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）
※試用期間 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

１　契約の更新の有無
　[自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（　　　）]

２　契約の更新は次により判断する。
　　・契約期間満了時の業務量　・勤務成績、態度　・能力　・会社の経営状況　
・従事している業務の進捗状況　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	期間の定めなし（　　　年　　月　　日～　）
※試用期間 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　

	就業の場所
	

	　雇用形態、
業務内容
	契約社員・パートタイム・アルバイト・臨時従業員
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）、その他付帯業務

	始業、
終業の時刻、
休憩時間


	始業・終業の時刻等
　　　始業（　 　時　　　分）　終業（　　　時　　　分）
　　　始業（　 　時　　　分）　終業（　　　時　　　分）
休憩時間（　　　）分（　　　時　　　分～　　　時　　　分）
※業務の必要性、研修や教育訓練の受講等の場合、これらを繰り上げ、または繰り下げることがある。
時間外労働の有無（　有　，　無　）

	休　　　日
休　　　暇
	その他（　　　　　　　　）
年次有給休暇：６か月継続勤務した場合　　　日

	賃　　　金
	１　基本賃金　月給 ・ 日給 ・ 時間給 （　　　　　　　　　円）

	
	２　諸手当の額又は計算方法
　　　通勤手当　　　　　　円　／計算方法：　1ヶ月定期代金　※上限●円まで
　　　固定残業手当　　　　円　／月30時間分の時間外・所定休日割増賃金
３　時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
    時間外　法定超　月60時間以内（125）％　月60時間超（125）％ 所定超（100）％
　　休日　法定休日（135）％、所定休日（100）％ただし週40時間超（125）%、
深夜（25）％
４　賃金支払　毎月●日締め翌月●日払い（金融機関が休業日の場合直前の営業日）
５　賃金の支払方法（　本人名義の銀行口座への振込み　　）
６　労使協定に基づく賃金支払時の控除（無　，有（社販購買代金、交通費清算等））
７　昇給（　有　，無  ）　賞与（　有　，　無  ）　退職金（　有　，　無　）

	退職に関す
る事項
	１　定年制（　有　（　60歳），無　）継続雇用制度（　有（　65歳まで）　，　無　）
２　自己都合退職の手続（退職する　30　日以上前に届け出ること）
３　解雇の事由及び手続
・本人の適正、能力、勤務態度、健康状態等が不良で、担当業務の円滑な遂行が不能であると会社が認めるとき 
・刑事事件に関与したとき、会社の名誉を汚し信用を傷つけた場合

・その他、解雇が客観的に合理性を有し社会通念上相当であると認められる場合
※少なくとも30日前に予告、又は予告に代えて平均賃金の30日分の解雇予告手当を支払う。

	保険加入
	厚生年金　,  健康保険　,  雇用保険　　　　　　　　※加入しない場合　二重線＝

	その他
	パートタイム従業員の労働相談窓口、相談担当者（　　　　　　　　　）


※以上のほかは、当社就業規則による。
※労働条件通知書は2部作成し、甲乙双方が1部ずつ所持するものとする。
